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令和元年度監査結果報告書（工事監査）の公表について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１項及び第４項の規定に基

づき工事監査を実施したので、同条第９項の規定により監査の結果に関する報告を

決定し、これを公表します。 
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令和元年度定期監査報告書（工事監査） 

第１ 監査の目的 

地方自治法第１９９条第１項及び第４項に基づき、市が発注する公共工事の計画、設計

及び施工が適正に行われているか、また、当該工事に係る予算の執行が効率的、有効的で

あるかを主眼として工事監査を実施した。 

第２ 監査対象の工事 

工事名 小金丸汚水幹線（枝線）その１２築造工事 

工事場所 糸島市志摩師吉地区 

所管課 上下水道部 下水道課 

工事内容 

工事長 Ｌ＝４３９．４０ｍ 

管きょ工（ＶＵφ１５０㎜塩ビ管布設工） Ｌ＝４２３．１４ｍ 

マンホール工    Ｎ＝１４箇所 

小型マンホール工  Ｎ＝６箇所 

取付管工      Ｎ＝４４箇所 

付帯工・準備工（試掘調査・家屋調査） １式 

工期 （当初）令和元年８月７日から令和２年３月４日まで 

契約金額 （当初）３９，３５４，７００円（税込み） 

契約方法 総合評価方式（特別簡易型）による条件付一般競争入札 

技術調査期日 令和元年１１月２０日 

第３ 監査の期間 

令和元年１０月１８日から令和元年１１月２０日まで 

第４ 監査の方法 

監査に当たっては、あらかじめ調書及び書類の提出を求め、提出された書類（工事監査

調書、事業計画、設計・積算図書及び契約関係図書）に基づき、工事事務について関係書

類の審査と工事現場にて施工状況の調査を、監督職員及び関係職員から説明を聴取し、実

施した。 

なお、工事技術の専門的な面からＮＰＯ法人西日本建設技術ネットに工事技術調査業務

を委託し、技術士（建設部門）による工事事務と工事技術についての調査を実施した。監

査委員はその調査に立ち会い、実地に同行し確認するとともに、技術士による調査結果の

報告に基づいて、総合的に判断を加える方法により監査を実施した。 

第５ 監査の着眼点 

① 事業の妥当性 

② 設計の合理性 

③ 積算の根拠性 

④ 工事契約の合規性 
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⑤ 特記仕様書等について 

⑥ 工事監理の適切性 

⑦ 工事の安全性確保 

⑧ その他（現場掲示物について） 

第６ 監査の結果 

重大な不具合もなく、全体的に問題点は少ないと思われる。詳細については、以下のと

おりである。 

１ 工事の概要 

監査対象の工事は、糸島市公共下水道可也・引津地区（平成２０年９月の志摩公共下

水道事業認可により広域化を図り、可也・引津地区と前原地区を統合し前原処理区とな

っている。）整備事業の一環として実施されている。当該事業は、平成２４年度から工事

に着手し、事業完了は令和１９年度で、面整備完了後の計画面積は３５７㌶、水洗化人

口９，６３０人を見込んでいる。平成３０年度末の状況は、事業認可面積６３㌶のうち、

整備面積３０．７㌶で進捗率４８．７％、水洗化人口は２９０人である。 

小金丸汚水幹線は幹線整備が一部完了したことから、下流域から下水道面整備を進め、

志摩師吉地区に至っており、供用区域の拡大を図るものとなっている。本工事は、幹線

整備が一段落した後の面整備を行う枝線工事で、今年度は同地区において５件の工事が

発注されており、そのうちの１つの工事である。進捗状況は、約５０m 程度との説明が

あった。 

なお、費用の財源は、国費３９．５％、市費６０．５％であり、国費については社会

資本整備総合交付金（交付対象事業に対する国費率５０％）を、市費については交付税

の対象となる企業債を活用している。 

２ 着眼点による結果 

① 事業の妥当性について 

公共下水道可也・引津地区は前原処理区であり、「糸島市汚水処理構想」では公共下

水道を整備手法と選定している。平成２４年度から順次工事に着手し、平成２７年度か

らは一部供用が開始された。本年度も事業を実施中で、その事業は妥当である。 

② 設計の合理性 

設計委託契約は指名競争入札で行われていて、１０者が参加し、落札額は１１，５８

１，５００円で、設計金額に対する落札率は８７．６％であった。受注者の管理技術者

は、ＲＣＣＭ（シビルコンサルティングマネージャ：建設コンサルティング業務の管理

技術者・照査技術者資格制度）の下水道の資格取得者である。 

委託年度は事業開始前の平成２１年度であるが、その後下水道課により、小型マンホ

ールの活用によるコスト削減や、軽量鋼矢板からアルミ製鋼矢板への変更による作業性

の向上等が図られ、適切に対応されている。 
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③ 積算の根拠性 

 公益社団法人日本下水道協会の下水道用設計標準歩掛表（平成３０年度）による積算

基準が採用されており、妥当な積算であると考えられる。 

④ 工事契約の合規性 

 入札は総合評価方式（特別簡易型）条件付一般競争入札で行われている。落札額は、

３９，３５４，７００円で、設計金額に対する落札率は８８．４％である。 

工事請負契約は、関係法令等の定めるところにより適正に締結されており、合規性が

認められる。 

⑤ 特記仕様書等について 

 特記仕様書は下水道特記仕様書があるが、内容は当該工事特有の記述がなされていな

い。 

⑥ 工事監理の適切性 

工事打合せ簿等は作成され、適切に監理されている。工事途中であるが、一覧表があ

れば、より内容の把握・整理等に便利である。 

施工計画書の内容については、一般的な記述内容であり、現場特有の内容となってい

ない。 

工程管理については、説明で約５０m 程度の進捗との説明があったが、出来高につい

ては発注者として把握されていない。 

使用資材については、よく整理されていて妥当である。 

⑦ 工事の安全性確保 

工事現場の上空には架線があり、矢板打抜き作業時等において架線を損傷する恐れが

あるが、損傷を防止するための安全対策が行われていない。 

バックホウはクレーン仕様のものであったが、タンパー等を吊る作業時にクレーンモ

ードに切り替えられていない。 

 交通誘導員については、設計では２人であるが３人配置されていて、第三者災害につ

いては十分に配慮されていた。 

⑧ その他（現場掲示物について） 

現場の掲示物（建設業許可票、労災保険関係成立票、施工体系図、作業主任者、建設

業退職金共済制度適用事業主工事現場標識（以下「建退共加入者証」という。）、緊急連

絡表、有資格者一覧表、危険予知活動表）は、工事現場と離れた現場事務所の敷地に掲

示されていた。 

３ 技術調査に基づく助言 

以上の調査結果の中で改善の余地があって、本工事の設計及び施工と一連の工事監理

について、今後の事業改善と円滑な工事実施のために、以下の５項目について助言する。 

(1) 特記仕様書の記述内容 

特記仕様書の記述内容は、標準的な内容になっており、工事特有の内容についての
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記述がなかった。 

特記仕様書は工事特有の内容を施工業者に知らせ、適切な施工に反映させるための

設計図書の一部である。本工事の特徴は公道上での下水道の開削工事であり、民家に

隣接している。このため、施工においての特記仕様書の内容は、安全面での記述が重

要であり、道路規制・重機災害の防止・墜落災害の防止・第三者災害の防止について、

環境面では、振動・騒音に対する近隣住民への配慮、また、支障物件として、上空架

線や埋設物等についての記述が必要である。施工業者は、発注者の特記仕様書を熟知

し、現場踏査を行い、施工計画書を作成すべきである。このためには、発注者におい

て、特記仕様書に工事特有の施工上留意すべき内容を詳細に記述する必要があること

を助言する。 

(2) 施工計画書の記述内容の指導 

施工計画書の記述内容は、各工種についての標準的な内容であり、現場特有の内容

についての記述がなかった。 

施工計画書には、現場特有の施工計画を具体的に詳しく記述する必要がある。本工

事の特徴は公道上での下水道の開削工事であり、民家に隣接している工事である。こ

のため、安全管理の面では、道路規制・重機災害の防止・墜落災害の防止・第三者災

害の防止について、順法精神に基づき具体的に記述する必要がある。環境面では、近

隣住民を念頭に置いた騒音振動対策を記述する必要がある。支障物件については、上

空架線の破損対策、埋設物に対する試掘方法等についての記述が必要である。 

想定されるリスクを事前に共有するために、施工のシミュレーションでもある施工

計画書への安全対策・環境対策としての本工事現場に向けた記述を勘案した上で策定

されることを期待する。形式的・一般共通的な記述や資料添付だけではなく、受注者

が工事のポイントを理解した上で自ら記述し、事前に相互に確認することが本来の施

工計画書であることを、監理監督者と施工業者の双方が再認識することを助言する。 

(3) 工程管理の指導 

毎月の出来高について、発注者としての把握がなされていなかった。 

発注者として、施工中の工事が順調に進んでいるのか、遅れているのか工事の進捗

を把握する必要がある。工事施工中は、受注者より月報として毎月の進捗率の報告を

求めて、実際の進捗率を把握することを助言する。 

(4) 安全管理の指導 

工事現場の上空には架線があるが、防護カバー等の対策がなされていなかった。上

空架線については、支障物件として設計時での報告があったと思われる。矢板打抜き

作業時等において架線を損傷する恐れがあり、その損傷を防止するために防護カバー

等の安全対策が必要である。 

バックホウはクレーン機能を有するものであったが、タンパー等を吊る作業時にク

レーンモードに切り替えられていない。バックホウで吊り作業を行う時は、クレーン
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モードで作業を行うべきである。 

安全管理については、施工業者の安全意識が不足していると思われる。労働安全衛

生法及び労働安全衛生規則を理解し、安全計画全般について見直す必要がある。安全

管理について、監理監督者としての立場から施工業者への指導を助言する。 

(5) 掲示物設置位置 

現場の掲示物（建設業許可票、労災保険関係成立票、施工体系図、作業主任者、建

退共加入者証、緊急連絡表、有資格者一覧表、危険予知活動表）は、現場から離れた

場所で、一般人や作業員の目につかない現場事務所の敷地に掲示してあった。 

建設業許可票は公衆の見やすい場所（建設業法第４０条）に、労災保険関係成立票

は労働者周知につき事業場の見やすい場所（労働者災害補償保険法施行規則第４９条）

に、施工体系図は工事現場の見やすい場所（建設業法第２４条の７第４項）に、作業

主任者は労働者周知につき作業場の見やすい箇所（労働安全衛生規則第１８条）に掲

示しなければならない。また、建退共加入者証（公共工事の入札及び契約の適正化を

図るため処置に関する指針[閣議決定]）や緊急連絡表（土木工事安全施工技術指針[通

達]）、有資格者一覧表、危険予知活動表等についても、現場の見やすい場所に掲示す

べきある。 

現場掲示が必要な掲示物については、その趣旨を理解したうえで掲示するよう施工

業者への指導を助言する。 

４ むすび 

社会資本の整備に際しては、その計画から施設整備、完成後の有効活用、施設の維持

管理までが適切に行われることが重要である。質の高い事業を追求することはもちろん

のこと、良質な工事施工がその後の良好な施設維持につながることを念頭に置き、事業

の推進にあたっていただきたい。 

また、整備完了後の普及促進により施設の有効活用を図ることで、糸島市汚水処理構

想に掲げる水洗化率の目標を達成し、生活環境・周辺環境の水質向上及び市民生活の向

上へつながることを期待するものである。 


